別記様式第１号
年　　月　　日
木構造振興株式会社
代表取締役　山田壽夫　殿
住所又は所在地
名　　　　　称
代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　印
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業
利子助成金交付申請書
　ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業により利子助成を受けたいので、ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金交付規程第２の１に基づき、下記のとおり申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　記
１　事業活動の概要（設立年月日、従業員数、資本金、事業内容等）
２　ＣＬＴ建築物等の概要
名　　称：
建 設 地：
構造種別：
建築面積：
延床面積：
階　　数：
工　　期：
ＣＬＴ使用量：
３　添付書類
・ＣＬＴ建築物等の設計図面の写し（平面、構造がわかるもの）
・対象資金の金銭消費貸借契約書の写し及び償還年次表の写し
・補助対象事業の場合、補助事業に係る資料の写し
（補助事業申請書、決定通知書など）
・直近1カ年の決算報告書及び事業報告書
（個人事業者の場合は、所得税の確定申告書の写し及び所得税青色申告書の　　　　写しなど）
・会社概要、パンフレットなど
（記載例）
別記様式第１号
年　　月　　日
木構造振興株式会社
代表取締役　山田壽夫　殿
住所又は所在地　○○県○○市○○町○丁目○－○
名　　　　　称　株式会社○○
代　表　者　名　代表取締役　○○　○○　　印
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業
利子助成金交付申請書
　ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業により利子助成を受けたいので、ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金交付規程第２の１に基づき、下記のとおり申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　記
１　事業活動の概要（設立年月日、従業員数、資本金、事業内容等）
(株)○○は、昭和○年○月○日に現在地において設立し、平成28年４月１日現在の従業員数は○名、資本金○千万円で、○○業を主体に事業展開している。(別添、決算報告書参照)
　　当社の事務所ビルを建て替えるにあたり、ＣＬＴを構造躯体に活用する予定。（別添、設計図面参照）
２　ＣＬＴ建築物等の概要
名　　称：（株）○○事務所ビル
建 設 地：○○県○○市○○町○丁目○－○
構造種別：ＣＬＴパネル工法
建築面積：○,○○○㎡
延床面積：○,○○○㎡
階　　数：３階
工　　期：平成○年○月○日～平成○年○月○日
ＣＬＴ使用量：○○○㎥
３　添付書類
・ＣＬＴ建築物等の設計図面の写し（平面、構造がわかるもの）
・対象資金の金銭消費貸借契約書の写し及び償還年次表の写し
・補助対象事業の場合、補助事業に係る資料の写し
（補助事業申請書、決定通知書など）
・直近1カ年の決算報告書及び事業報告書
（個人事業者の場合は、所得税の確定申告書の写し及び所得税青色申告書の　　　　写しなど）
・会社概要、パンフレットなど
　

別記様式第２号
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業
利子助成通知書
番　　　号
年　月　日
○○　○○　殿
木構造振興株式会社
代表取締役　山　田　壽　夫
　平成　年　月　日付けで提出のありました利子助成金交付申請書の内容を審査した結果、下記のとおり、利子助成を決定しましたので通知します。
記
１　利子助成の期間
　　平成　年　月から平成　年　月まで
２　利子助成額
金　　　　　　　円
３　利子助成に係る条件は別添のとおりとする。
別　添
利子助成に係る条件
第１条　借受者は木構造振興株式会社（以下「木構振」という。）に対し、ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金交付規程（以下「交付規程」という。）第２の３の（４）に基づき利子助成の対象となる振込証明書等及び借受者の金融機関の口座を記載したＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金請求書の書類を提出すること。
第２条　木構振は、利子助成通知書に定める利子助成額を、借受者が木構振に提出するＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金請求書の内容について適正であると認めたときに限り、利子助成通知書に定める期間中、借受者が定めた金融機関の口座に振り込むものとする。ただし、利子助成額及び助成期間は、国から交付決定を受けた利子助成に係る経費の範囲内において確定するものとし、国からの交付の状況により変更する場合等がある。
第３条　木構振は、利子助成を中止したときは、遅滞なく、その旨を借受者に対し書面で通知するものとする。
　　２　借受者は、木構振が既に支払った助成額について、交付規程第２の５の（１）に基づき返還を求められた場合は、その額を木構振の指定する期日までに支払うものとする。
　　３　借受者は、前項による指定期日までに返還しないときは、その期日の翌日から返還の日までの日数に応じ、返還すべき助成額につき年10.95％の割合で計算した遅延利息を木構振に支払うものとする。
第４条　借受者は、民間金融機関との契約の変更・解約の事態が生じたとき又は事業を中止したときは、遅滞なく、その旨を木構振に対し書面で通知するものとする。
第５条　借受者は、木構振に対し、交付規程第２の４の（１）に規定する報告を平成２９年５月末日までに行うものとする。
第６条　木構振及び木構振の委託を受けた者は、この事業の実施に関し、借受者の事業場等に立ち入って検査又は調査を行うことができるものとする。
第７条　木構振は、借受者の融資機関との契約に関し、一切の責任を負わないものとする。
第８条　交付規程に定めのない事項については、借受者は木構振の指示に従うものとする。
別記様式第３号

年　月　日
木構造振興株式会社
代表取締役　山田壽夫　殿
住所又は所在地
名　　　　　称
代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　印
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業
事業実施報告書
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金交付規程第２の３の（２）に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　事業開始年月日
２　取組の内容
	項目
	状況

	
	


３　添付資料(借入資金の使途が立証できる資料（売買契約書、工事請負契約書等）)
（記載例）
別記様式第３号

年　月　日
木構造振興株式会社
代表取締役　山田壽夫　殿
住所又は所在地　○○県○○市○○町○丁目○－○
名　　　　　称　株式会社○○
代　表　者　名　代表取締役　○○　○○　　印
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業
事業実施報告書
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金交付規程第２の３の（２）に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　事業開始年月日
　　平成○年○月○日
２　取組の内容
	項目
	状況

	１．設計
２．建築
	平成○年○月○日　（株）○○設計事務所と契約

平成○年○月○日　設計完了

平成○年○月○日　建築確認申請

平成○年○月○日　建築確認済証交付
平成○年○月○日　○○（株）と契約
平成○年○月○日　工事着工

平成○年○月○日　工事完了




３　添付資料(借入資金の使途が立証できる資料（売買契約書、工事請負契約書等）)
別記様式第４号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
木構造振興株式会社
代表取締役　山田壽夫　殿
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金請求書
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業利子助成金交付規程第２の３の（３）に基づき利子助成金の交付を受けたく、下記のとおり請求します。
記
１　請求金額　　　　　　円
２　請求内訳等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	利子助成通知書
	金 融 機 関 へ の 利 息 の 支 払
	利子助成金

	年　月　日
	番　　号
	金融機関名
	支店名
	支払年月日
	支払金額（円）
	請求額（円）

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	　
	　
	　
	　
	　


３ 助成金の送金先
	金融機関名
	支店名
	預金種別
	口座番号
	名義人（カタカナ）

	　
	　
	　
	　
	　


４　その他
（１） 利息支払いに係る振込証明書等を添付すること。
（２）各四半期分をまとめ、当該四半期の最終月の翌月１０日までに、それぞれ提出して下さい。請求月の末日（ただし、４月にあっては、５月末）までに送金します。

別記様式第５号
年　月　日
木構造振興株式会社
代表取締役　山田壽夫　殿
住所又は所在地　　　　　
名称　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　印
ＣＬＴ建築物等普及促進利子助成事業
利子助成変更届
　平成　　年　　月　　日付け第　　　号で助成通知がありました利子助成金交付申請書の記載内容について、下記のとおり変更しますので届けます。
記
１　変更内容
	変更前
	変更後

	（変更内容を具体に記入）

	


２　変更の経緯と理由
　（１）経緯
　（２）理由
３　変更年月日
